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様式１事業評価調書
担当課：総務部総務学事課

生活環境部県民生活課

保健福祉部保健福祉課

新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館（仮称）等整備事業事 業 名

Ⅴ－１ 心豊かな社会を築く 施設建設にかかる上位計画 新世紀おかや長期ビジョン項目

・県民総参加のボランティア社会の形成 ま夢づくりプラ

Ｖ－２ 生涯学習社会を拓く ン

・多様な学習機会の提供

Ⅴ－３ いきいきとした健康・福祉社会の創造

・選択可能で多様な介護の提供

１ 事業実施の必要性

（１）政策課題等

政策課題と施設設置目的

〔政策課題〕

① 背景と課題

【新会館】

・岡山県は、県政の基本目標である の実現に向け、２１世紀を新たな夢のある社会とするため、「 」快適生活県おかやま

平成１４年度を初年度とする今後５年間の具体的なアクションプログラムである「新世紀おかやま夢づくりプラン」を策定

し、 を推進することとしている。「ハートアクティブおかやま～活力に満ち『心』通う郷土づくり～」

・この中で、県民総参加のもと、ボランティア・ＮＰＯ、企業、各種団体等の多様な団体が手を携えて、いきいきと活動しな

がら社会づくりを進める多参画社会を目指すこととしている。

・平成１２年１２月の事業評価委員会からの意見を踏まえて、「施設の機能・内容を十分吟味し、費用対効果に留意しな

がら、事業計画の策定を推進し、事業化を図る。」との方針を決定している。

【文書館】

・昭和62年12月に公文書館法が制定され、「地方公共団体は、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関

し、適切な措置を講ずる責務を有する。」（第３条）とされた。

・岡山県では、昭和５３年に着手した県史編纂事業に伴い、県庁公文書の収集や古文書の寄贈・寄託の受入を行って

きた。また、平成元年に「公文書館の基本構想」の答申を受け、文書館（ぶんしょかん）の整備について検討を行うとと

もに、資料整備を進めてきた。

・平成１２年１２月の事業評価委員会からの意見を踏まえて、「新たな施設の整備は白紙とし、資料の収集・整理を続ける

こととする。また、既存施設の活用も検討する。」との方針を決定している。

② 現状と経緯

【新会館】

・現在、地域福祉活動の拠点として昭和５１年に建設された岡山県総合福祉会館（以下「現会館」という。）があるが、時

代の経過とともに手狭になってきていることに加え、近年の増大する福祉需要に対応するとともに活発化しているボラン

ティア・ＮＰＯ活動などと連携するための新たな機能の拡充が求められている。

・県内の社会貢献活動は、近隣の高齢者や障害者等に対する支援及び環境美化といった地域共同体に根ざした活動

から、発展途上国等への国際貢献や地球環境保全といった地域の枠を越えた活動まで多岐にわたっており、こうした

活動の拠点となる支援センターの新たな整備が求められている。

・夫等からの暴力等を含め、女性に関わる問題に対処するため、女性の一時保護機能や、児童虐待等への緊急対応や

地域からの多様な相談に迅速に対応するため、児童に対する相談・支援の機能の充実などが求められており、県民福

祉に関わる県施設の機能拡充を図る必要がある。

【文書館】

・公文書については、貴重な歴史的、学術的資料としての性質を有しているものもあるにもかかわらず、年々多くのもの

が廃棄され、滅失してきた。

古文書についても、県下に存在する古文書の大部分は、現状では適正な管理の下に保存されることなく、近年の生活・

様式の変動などによって破損、散逸している。

・このような状況に鑑み、公文書等の散逸を防ぎ、収集、保存、利用等を行う専門的施設である文書館を早急に整備す

る必要がある。
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〔施設設置の目的〕

【新会館】

誰もが心豊かに快適に生活できる社会とするためには、民間と行政が協働した地域福祉の推進や多参画社会の形

成を推進する必要がある。このことから、次の３つの機能を併せ有する施設として、新たに「新総合福祉・ボランティア・Ｎ

ＰＯ会館（仮称）」（以下「新会館」という。）を整備する。

福祉活動の拠点①

県下の福祉人材の養成・確保及び福祉情報の提供・総合相談等、福祉活動の中核拠点施設とする。

ボランティア・ＮＰＯ活動を支援する拠点②

県民総参加型のボランティア・ＮＰＯ社会の構築を図るため、関係者のみならず、広く県民、企業、行政関係者

などが気軽に集い、情報交換や交流と連携を深める中で構築されるネットワークの拠点並びに情報の発信拠点と

して、また、今後各地域で設置されていくボランティア・ＮＰＯへの活動支援センターや市町村等と連携、支援を行

う拠点施設とする。

③ 県の相談・支援拠点

女性相談所、中央児童相談所、身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所、消費生活センターなどの集

積を行い、ボランティア・ＮＰＯ、福祉関係団体などと連携強化を図りながら、県民福祉に関わる相談・支援を行う拠

点とする。

④ 主な整備内容

施設設置目的 目的達成測定指標 現状指標値 改善目標 目標達成時期 備 考改善率

福 祉 活 動 の 福祉団体等の活 約1,700 1.4倍 Ｈ17年度 （ ）は執務室面積約1,200㎡ ㎡

拠点 動 (約782㎡) (約1,075㎡) 類似規模施設平均

8.5㎡／人 11.7㎡/人 13.4㎡／人

会議・研修室 2,612回 約3,000回 地域介護技術アド

約1,100㎡ 約1,600㎡ バイザー養成講座

等の新規実施

介護研修

年間５１日 年間７２日 1.4倍 Ｈ18年度

総合相談 執務室対応 約600㎡

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ ４２，３９０人 ４７，０００人 1.1倍 新世紀おかやま夢福祉 参加者数 H18年度

ＮＰＯ団体数 ７３団体 ２００団体 2.8倍 づくりプラン快適生ボランテ ィ ア ・

活指標ＮＰＯ活動支援

公共施設 支援体制の拡充 《女性相談所》

兼用相談室 専用相談室

２室 ２室

一時保護室 一時保護室

５室 １０室 個室化 Ｈ1７年度

一時保護 100％

人 日最大８ /

１.6人／室 1人／室

《中央児童相談所》

相談室４室 相談室８室

一時保護室 一時保護室 Ｈ1７年度

４室 ６室 種別化

, , 100％養護 非行 育成別

室/
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【文書館】

公文書館法の立法趣旨に沿い、県民の記録を伝える貴重な財産である公文書等を、他機関とも連携しながら体系

的に収集・保存し、これに関連する調査研究等を行い、県民の歴史研究等の活動に提供し、郷土に対する理解と認識

を深める施設とする。集密書庫を使用することにより、今後２０年程度収蔵可能なｽﾍﾟｰｽを確保する。

施設設置目的 目的達成測定指標 現状指標値 改善目標 改善率 標達成時期 全国平均（27館）目

1,285㎡公文書・古文書 収蔵庫の面積 約540㎡ 762㎡ 1.4倍 開設時

（H17年度）等の保存場所 （箱詰積上） (集密書庫)

約1.7km 9.8 km 5.8倍 10.7kmの拡充 同上書架延長

施設利用者の 438㎡利用スペース 約 12㎡ 304㎡ 25倍 同上

の面積利便性の向上

人 1,100人 2.2倍 Ｈ１８年度 3,248人閲覧者数 約500

（２）施設整備を行わない場合の問題点等

【新会館】

① 福祉人材の養成・確保に関する問題点

介護保険制度の実施など、新たな福祉サービスの提供に対応するため、ホームヘルパーやケアマネージャー等専門

的な知識・技能を持つ福祉人材の養成が急務となっているが、現会館では、実習等を行うための設備が十分でないことか

ら、人材養成の充実が図れない。

② 福祉情報の提供及び総合相談に関する問題点

現会館において、ボランティア情報や介護サービス情報の収集・提供を行っているが、専用の設置スペースがないこと

から執務室に情報機器を設置しているため、県民が気軽に利用できない。

また、福祉に関する各種相談事業も、専用の相談室がないことから、プライバシーの保護が不十分であり、さらに、相談

窓口が分散されていることから、県民にとって相談の利便性が図られない。

③ 民間社会福祉活動への支援に関する問題点

現会館には、岡山県社会福祉協議会をはじめとして、１つの県機関及び１４団体が入居しているが、非常に狭い空間に

多人数が執務している状況であり、資料の保管・整理等も十分に行えない。

④ ボランティア・ＮＰＯ活動等の支援に関する問題点

現在、出石町にあるおかやまボランティア・ＮＰＯ活動支援センターは新会館における支援センターを整備するまでの

暫定的施設として、既存の県有施設を活用しながら整備したもので、県として整備すべき機能やスペースが十分確保でき

ていないこと、バリアフリー化が図られていないことから、十分な活動の促進が図れない。

⑤ 女性・児童・障害者等への支援に関する問題点

子ども、女性、家庭を取り巻く環境が大きく変化してきているなか、秘密裏の対応を求められることの多い児童虐待やＤ

Ｖの相談件数は急激に増加しているが、今の施設では専用の相談室・待合室が十分に確保されていないため、相談者の

プライバシーが保護されているとはいえない。

【文書館】

施設・保安管理体制に関する問題点①

現施設は、雨漏り等の修理が続き、また地盤沈下による壁面亀裂が生じている。隣接する民間ビルにも賃貸入居して

業務を進めているが、雑居ビルであるため保安管理体制が十分 ない。で

② 収容能力・保存方法に関する問題点

現施設の書庫面積は約５４０ｍ であるが、現状では、あと約３年で飽和状態になる。２

県立図書館に収蔵の古文書約25,000点が、文書館へ移管の予定となっている。

段ボ－ル箱に詰め、積み重ねていく方法を取っているが、保存方法についても、スペースの関係からやむを得ず

この方法では保存・利用を十分に行うことができない。
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③ 利用や市町村支援に関する問題点

閲覧や研修等のための十分なスペースがないため、多様な利用ニーズへの対応や普及・啓発のための研修等

が十分実施できない。

市町村合併が進行するなか、地方公共団体が資料の保存・利用に責務を有するという公文書館法の趣旨から、市町

村の資料保存に対する意識啓発や保存技術指導等が必要であるが、県に専門の施設である文書館がない状況では、

十分な支援ができない。

代替方法の検討状況

【新会館】

① 現会館を活用することは困難である。

現在の建物では、福祉団体の執務室が1,000㎡もとれていない状況であることから手狭であり、ボランティア・ＮＰＯ活動

の支援や福祉に関わりの深い行政の相談・支援機能を集積し地域福祉を推進する総合拠点施設として整備するだけのス

ペース的な余裕はない。

また、現会館の隣接地を活用した増築についても困難である。

② 民間施設の借り上げによる対応は困難である。

ボランティア・ＮＰＯ活動や秘密裏な対応が求められることの多い児童虐待やＤＶへの対応については、利用者が特定

できないこと、利用時間が不規則であること、さらに一時保護所の設置など特殊な機能を必要とすることなどから、あらかじ

め利用目的に則した施設整備が必要である。

【文書館】

① 現施設の修繕による対応

現施設の収容能力は、あと約３年で限界となる。また、隣接地に空きスペースはなく、増築も困難である。

② 民間施設の借り上げ等による対応

貴重な文書の長期保存に適した床加重や防火設備等を備え、また交通の利便性の良い民間施設の借り上げは困難

である。

（３）県が事業主体となる理由等

（民間実施： 可能 困難 不可）

（市町村実施： 可能 困難 不可）

【新会館】

・新会館は、福祉人材の養成・確保、福祉情報提供及び総合相談など福祉やボランティア活動の活性化を図ることは、行政

の責務である。また、そういった活動を行う民間団体等は、財政基盤が弱いことから行政の支援が必要である。

・この施設で活動を行う予定の岡山県社会福祉協議会などは、広域的に活動することから県が新会館の整備を行うものであ

る。なお、特定非営利活動促進法に基づくＮＰＯ法人は、県で認証を行っている。

・女性相談所等入居予定の県施設は、県の業務を行う施設であり、民間や市町村で代わって整備するものではない。

【文書館】

公文書館法により「地方公共団体は、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関し、適切な措置を講ずる責

務を有する。」とされている。公文書は県が作成した書類であるから、その収集・保存・整理・公開は民間・市町村が代行す

ることは適当ではない。

これらのことから、県が主体となることが適当である。
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（４）管理運営主体

【新会館】

管理運営主体の名称： ＰＦＩ事業者

： 施設整備後、施設の保守管理、清掃及び警備等の維持管理業務や会議室の使用申請の受付を包括的にＰＦＩ理 由

事業者に行わせることにより、効率性が確保できる。

【文書館】

管理運営主体の名称： ＰＦＩ事業者

： 文書館は、新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館と一体で整備することから、管理運営についても併せて行うこと理 由

が効率的、合理的であるため。

（５）施設整備の緊急性等

【新会館】

① 急速に進展している少子・高齢社会を、誰もが心豊かで快適に生活できる社会とするためには、行政による保健・福祉サ

ービスの充実はもとより、増大する多様なニーズに応じたきめ細かい福祉サービスが供給できるよう、地域福祉の推進役とさ

れる社会福祉協議会等の福祉行政を支えている福祉団体の育成強化など支援体制を緊急に強化する必要がある。

② 自発的・自立的に行われるボランティア・ＮＰＯ活動が民間企業・行政が及ばない分野における迅速、的確かつきめ細か

なサービスの供給主体となってきており、その存在意義がますます重要となっていることから、その支援体制の整備が緊急

の課題である。

③ 子ども、女性、家庭を取り巻く環境が大きく変化してきているなか、児童虐待やＤＶの相談件数は急激に増加しているた

め、一時保護所の拡充等が緊急の課題となっているとともに、障害者への対応や児者一貫した支援を確保し、相談者への

配慮の観点から総合的な相談・支援体制を整備する必要がある。

【文書館】

① 現在の施設では、約３年で収容能力が限界に達する。

② 現在の施設は、昭和34年の建設で、築後42年を経過し、これまでも雨漏り等の修理を毎年のように行ってきた。しかし庁

舎の一部は地盤沈下が進んでいて、防災や警備の上で、一刻も早い改善が必要である。

２ 施設の規模、機能の必要性

（１）施設設置場所選定理由

岡山市南方の旧国立岡山病院跡地は市街地中心部に位置し、交通の便が比較的よく、駐車場も十分確保できる広さである

ことから、高齢者や障害者等を含め広く県民が利用する新会館等の用地として最適地と考えられる。

・ 場 所 岡山市南方２丁目１３－１ 旧国立岡山病院跡地

・ 敷地面積 １７，５４６㎡

・交通手段 岡山駅から８００ｍ 徒歩１５分程度

バス ７分程度
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（２）利用者見込
施設利用者見込 約１７８，５００人(延べ）／年
施設利用者算出方法：目的を持って来所する各センター利用者を見込みで積算する。
［各センターの利用者］
【新会館】
① 会議・研修ゾーン 約１２５，０００人

現会館の会議室利用状況から推計した。
② 福祉人材の養成・確保ゾーン 約３，９００人

現会館での実績とした。
③ 福祉情報提供及び総合相談ゾーン 約２，３００人

現会館での実績とした。
④ ボランティア・ＮＰＯ活動支援ゾーン 約８，８００人

実績がないため、他県の類似施設の実績を参考にした。
⑤ 公共施設ゾーン 約３４，８００人

原則、現施設での実績とした。
利用者の伸びが大きな女性相談所等については、過去の伸びを参考にした。
聴覚障害者情報提供施設については、他県の類似施設の実績を参考にした。

⑥ リフレッシュゾーン 約３０，０００人（他のゾーンと重複）
現会館での利用実績を推計した。

【文書館】
① 公共施設ゾーン 約３，７００人

人口規模がほぼ同じ都道府県で、単独施設の（公）文書館は、下記の３県の（公）文書館である。
福島県、群馬県、岐阜県

利用者数見込みについては、この３館の平均とした。
施設利用者の地域：岡山県全域

（３）施設機能別利用見込

機 能 面 規 模 ・ 内 容 施設利用料金 他県類似施設利用見込

福祉団体等 有 料 １５団体 会議室福祉団体の活動
（減免制度あり） を除く

３，７００人
新 福祉関係及び一般利用の会議・研修 有 料 約３，０００回会議・研修

岡山県福祉人材センターにおける求人・求 無 料 ３，９００福祉人材の養成
職相談 人／年・確保

会
岡山福祉サービス利用支援センター 無 料 ２，３００福祉情報の提供
岡山県高齢者サービス相談センター 人／年及び総合相談
岡山県障害者社会参加推進センター 等

館
県ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター 一部有料 ８，８００ ８，３００人ボランティア・
・貸しロッカー 人／年ＮＰＯ活動等へ
・交流スペース 等の支援
利用時間 平 日９：００～２１：００

土日曜日１０：００～１８：００

中央児童相談所、女性相談所、身体障害 無 料 ３４，８００公共施設
者更生相談所、知的障害者更生相談所、 人／年
消費生活センター、聴覚障害者情報提供
施設 （相談、一時保護）

喫茶、授産品の展示・販売 無 料 ３０，０００リフレッシュゾーン

人／年

閲覧コーナー 無 料 １，１００公共施設
文 人／年

書 展示コーナー 無 料 ２，３００ ３，７００人
人／年

館
研修室 無 料 ３００

人／年

施設規模：１５，９４０㎡（延床面積）

・「福祉団体の活動」から「福祉情報の提供及び総合相談」機能までは、延べ床面積が比較的近い類似施設等との比較 :
施設のうち、福祉施設全体での利用者が確認できた２県の平均を記載している。
・ ボランティア・ＮＰＯ活動等への支援」機能については、岡山県と人口規模が同程度の６県におけ「
る利用状況の平均を記載している。
・文書館の年間利用見込みについては、前項「利用者見込み」で比較した３館の平均を使用した。
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３ー１ 県が事業主体となって整備する場合のコスト

（１）整備事業費 管理運営事業費（２）

施設管理運営費 １４０，７７４千円 （人件費は除く）総事業費 ９，２０１，２３９千円

リニューアル建設費 ５，４０５，７２７ 県 １４０，７７４千円（収入額 ４３，４２７千円）

光熱水費 ７６，４０５用地補償取得費 ３，４９０，０００ 負

エレベーター保守 ６，１２０備品費 ３０５，５１２ 担

修繕費 ３，６７２内

その他管理費 ５４，５７７既支出額 ０千円 訳

県運営主体への出資出捐金 ０千円
補
助
金

（３）整備事業費の財源 単年度県費負担額（４）

県負担額 ９，２０１，２３９千円 出資出捐金（平準化額） ０千円

（起債見込額：一般事業 ６，２８０，０００千円） 建設事業費 ７３１，５３２千円

（一般財源 ： ２，９２１，２３９千円） （うちリニューアル建設費分 ４３２，５４９千円）

管理運営費等支出額 ９７，３４７千円

（５）事業収支見込み（施設開業後3年目）

事 業 収 入 Ａ 支 出 額 Ｂ Ａ／Ｂ Ｃ 類似施設等の状況 Ｄ 比較 Ｃ／Ｄ

４３，４２７千円 １４０，７７４千円 ３０．８％

（６）管理運営費の類似施設との比較（事業費を除く）

施設管理運営費 Ａ 延 床 面 積 Ｂ Ａ／Ｂ Ｃ 類似施設等の状況 Ｄ 比較 Ｃ／Ｄ

１４０，７７４千円 １５，９４０㎡ ８，８３１円 1.24～0.71７,１１３～1２,３７９円

３ー２ ＰＦＩ手法を導入することにより見込まれるコスト削減効果

１ ＰＦＩ事業スキーム

・ 施設は、県の行政財産とし、新会館及び文書館は公の施設とする。

・ 本事業は、ＰＦＩ事業者が施設を設計・整備し、整備後施設の所有権を県に移転したうえで、事業期間中、県からＰＦＩ事業

者に施設の運営・維持管理を委託するＢＴＯ方式を想定する。

なお、事業期間としては、１５年を想定する。

２ 導入効果

・施設の管理運営を行うＰＦＩ事業者が、施設の設計・整備を一体的に行うことにより、整備後の保守管理、清掃、警備等を含

めた建物全体に対するライフサイクルコストの削減が期待される。

・財政負担の平準化が図られるとともに、県が従来型（直営）で実施する場合に比べ、施設整備費及び管理運営に係る県負

担総額について、現在価値に換算すると、約２億円程度の経費の削減が見込まれる。
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４ 利用者、地域などへの効果

（１）施設利用者への効果

項 目 効 果 説 明

実習や情報化に対応した研修室等の設備整備が図られることから、実習内容の充実が図ら福祉人材の養成・
れ、専門的な知識・技能を有する福祉人材の充実が可能となる。確保

新
情報の収集・提供などの促進が図られるとともに、福祉関係団体、ボランティア・ＮＰＯ、県福福祉情報提供及び

祉施設を合わせた総合的な福祉相談機能の充実により、利便性が向上する。総合相談

会 福祉関係団体と県が連携し、多様な増大するニーズに応じたきめ細かい福祉サービスが提民間社会福祉活動へ
供できる。の支援

県内のボランティア・ＮＰＯ活動関係者のみならず、広く県民、企業、行政関係者などが気軽ボ ラ ン テ ィ ア ・
館 に集い、情報の交換を深める中で、ネットワークが構築される。ＮＰＯ活動への支援

児童虐待やＤＶ等、秘密裏な対応を求められる相談についても、利用しやすい環境となるこ女性・児童・障害者
とから、気軽に早期の利用が促進でき、保護・自立に向けて迅速な対応が可能となる。等への支援

文書館において資料の収集・整備が進むことにより、記録資料の利用についてのレファレンレファレンスサービ
ス（相談・助言）サービスが充実し、調査・研究を深めることができる。文 スの充実

書 閲覧スペースが拡充されることにより、通常の閲覧に加えマイクロフィルムの閲覧やコンピュ閲覧の拡充
ータによる検索等、閲覧の利便性が向上する。

館
デジタル化対応やインターネット等を利用した新しい情報サービスが提供されるこデジタル化等への

とにより、記録資料の活用が広がる。対応

（２）地域への効果

項 目 効 果 説 明

新 空家となっている旧国立岡山病院を、県民が気軽に集う施設に整備することによって、年間周辺地域の活性化
会 １０数万人が利用する施設となる見込みであり、波及効果として地域の活性化が図られる。
館
・
文
書
館

（３）その他の効果

項 目 効 果 説 明

新 県下のボランティア・ＮＰＯ活動を支援する拠点として、また、県下の福祉活動の中核拠点と「 心 」 通 う 郷 土
会 して、並びに県民福祉に関わりの深い県施設の相談機能を集積し、多くの県民が気軽に集づくりの推進
館 い、情報提供・情報発信、人材育成の支援をすることによって、活力に満ち「心」通う郷土づくり

の取組が推進される。

文 地域で保存されてきた資料を受け入れることにより、貴重な資料の散逸等を防止することが地域資料の収集・
できる。保存機能の充実

書
県下市町村職員等の資料保存研修会や歴史講座等を開催することにより、資料保存に対地域における教育・

館 する意識の高揚や、郷土の歴史に対する理解が深まる。普及の推進

（４）施設設置によるマイナス効果

なし
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（５）その他（地元市町村の意見等）

岡山市の意見

【新会館】

１ ボランティア団体やＮＰＯについては、活動の拠点となる施設の支援を求める声が強いので、種々のボランティアグループ

に対して計画策定段階での情報提供、ヒアリングなどを実施し、できるだけニーズに応えられるような施設とされたい。

２ ＮＰＯ関係では、ＮＰＯ運営上のアドバイスから一歩踏み込んで、ＮＰＯ設立を考えている人を対象とした講座を定期的に

開催するなど、市民の中に潜在的に存在するＮＰＯ設立希望者を掘り起こし、インキュベーター的役割（資金、オフィス、運

営上のアドバイス）を果たすことは当然のこと、現状の活動、活動団体の問題点への理解を深め、福祉作業所の活動拠点の

提供・特色ある運営（民間ボランティア団体による管理・運営）等を含め、ＮＰＯ中間支援施設機能の充実を図り、真にＮＰＯ

が行政運営の推進役の一端を担えるようなシステム作りを行うことが必要と考えられる。

３ 中央児童相談所、女性相談所とは、児童虐待、障害児対応、ドメスティックバイオレンス等の面において密接な連携を持つ

必要もあり、ぜひこの新会館内に整備をお願いしたい。

４ 新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館の整備予定地は、道路を隔てて南側に定員２５０人の岡山市南方保育園があり、この

保育園では地域子育て支援センター事業、延長保育、一時保育等を実施し、岡山市の保育園の中心的役割を果たしてい

ることから、保育分野としては、新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館が近接した場所に整備されることは喜ばしいと考える。

【文書館】

開設にあたっては、公文書館法が規定する必要な専門職員の配置に御配慮を要望する。また、今日進められている市町村

合併においては、岡山県の立場として、貴重な資料が散逸することを防ぐための措置への支援策を具体化することが必要と考

える。県民のみなさんに広く理解・支持を得るため、収集・調査などの成果を発信し、学校教育・生涯学習等に活用できる方策

も考えていただきたい。資料のデジタル化を図り、ネット上での幅広い利用に供することも必要と考える。

岡山県社会福祉協議会の意見

ボランティア・市民活動をサポートする拠点をはじめ、福祉総合相談や福祉関係情報の提供、福祉関係団体の地域福祉推

進の活動施設として、高齢者、障害者、児童をはじめ広く県民が気軽にふれあい・交流できる機能を備えた新会館の建設は、

我々福祉関係者が強く要望してきたところであり、期待の大きいところである。

現会館は講義形式の研修・会議室のみであり、効果的で質の高い研修を実施する上で苦慮している。多目的に研修が行え

るよう介護実習・視聴覚・ＯＡ機能をもつ研修室や会議室が必要と考える。

会館のバリアフリー化はもちろんのことだが、各団体執務室も車いすなどで自由に出入りできる環境の確保が必要と考える。

特定非営利活動法人岡山ＮＰＯセンターの意見

ＮＰＯ支援センターについて、岡山県ボランティア・ＮＰＯ活動促進委員会からの提言どおりに実現することを願う。

１ ＮＰＯ支援センターの運営管理は、民間の中間支援組織に委託してもらいたい。また、託児施設についても、その運営は

ＮＰＯ法人に委託してもらいたい。

２ 団体が専用できる机と電話線を設置してもらいたい。部屋を占有できる貸事務所については、３年間ほどの中期的な期間

の貸し出しとしてもらいたい。

岡山大学文学部教授 倉地克直氏 の意見

昭和５３年に開始された岡山県史編纂事業及びその後の文書整備事業によって、県下の貴重な古文書・公文書が多数収

集されており、これらの文書を整理し公開利用に供することは、旧所蔵者はもとより県民に対する県の責務である。

今後、進展が予想される市町村合併に際しては、過去の経験に照らしても、適切な処置が講じられなければ、貴重な公文書

の多くが散逸する危険性が極めて高い。合併以前から市町村と提携して適切な措置を行うために文書館が果たすべき役割は

大きい。

「整備（案）」に示された収蔵スペース約760㎡では、早晩、スペースの追加が必要と思われる。そこで現段階で整備案よりも

収蔵スペースを減らして利用サービススペース等を増やすことを検討してもよいのではないか。また、今後はデジタルデータで

の提供が主流となっていくことも予想されるが、そのサーバーを置くスペースや閲覧コーナーへの端末等の設置も必要であり、

ロビーでの展示コーナーも普及施設として評価できるものの、いずれも現計画のスペースで十分だろうか。保存については、フ

ィルム保管庫や書庫に適切な空調が必要となろうし、耐震・防火設備はもとより、適切な重量対策が必要である。

岡山地方史研究会の意見

県立文書館の力強い発足を期待している。

公文書・古文書などは地元で保管されるべきであるが、大多数の市町村にはその能力がない。県立文書館は、市町村の文

書保管をも視野に入れた協力体制を組む方向に進むべきと考える。とくに、戦後５０年間に進行した高度経済成長の及ぼした

影響は絶大であり、この間の社会変化を記録した貴重な市町村文書が、合併を機に廃棄されることがあってはならない。そこ

で、次の３点を要望する。

１ 将来の市町村合併に際し、行政資料を最大限保存する措置を講ずること。全県にわたって文書保存体制について指導を

行い、保存文書の基準を作成すること。

２ 近世文書の保存体制を確立すること。市町村との連携のもと、近世文書の悉皆調査を行い所在を確認すること。文書保存

の要請があればとりあえず応ずること。

３ 岡山県における文書保存組織の構築を図ること。合併規模の文書収蔵機関の設立と文書担当の専門員（アーキビスト）の

雇用を図り、講習会開催などで専門員養成にも協力する。
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５ 事業手法のあり方（リニューアル及びＰＦＩ手法の導入）に係わる検討経過

（１）リニューアル整備

検討内容及びその結果

① 旧国立岡山病院跡地の建物の状況

・旧国立岡山病院跡地には、全体で１７，５４６㎡の敷地に、昭和３６年に建設された鉄骨鉄筋コンクリート造で地下１階・地

上７階建・延べ床面積１２，７６７㎡の本館他、全体で１９施設、３２棟、延べ２７，１００㎡の建物が現存している。

・建物についての再利用の可能性調査を行ったところ、本館１階ロビーの床に一部のクラックが見られる他は概ね健全で、

柱、梁、階段、床等の主要構造部について特段の損傷はなく、また、近年大きな地震があったにも拘わらず、全ての建物

とも目立った損傷が見受けられなかった。

② 現存する建物を全面撤去した場合の問題

・予定地は比較的軟弱な地盤であることから、既設杭の撤去及び新規の杭打ちに伴う地殻変動により周辺建物に影響がで

る恐れがある。

・建設廃材を搬出することから、交通面において地域住民はもとより、通勤・通学などに対して長期間に渡り迷惑をかけるこ

とや周辺への騒音・粉塵の迷惑も長期間に渡る。

・岡山市埋蔵文化財南方遺跡の中に位置していることから、調査保存対策に費用と時間が必要となる。

③ 耐震耐久診断調査の実施（平成１３年９月）

耐震耐久診断調査を行ったところ、各階強度を補うためにコンクリート耐震壁及び鉄骨ブレースを設置し、さらに柱をコン

クリートで補強すれば、５０年程度は事務所としての利用が可能との結果となった。

④ リニューアル整備による削減効果

新築した場合に比べて約１９億円程度の整備費の削減効果も期待される。

（単位：百万円）

利用する建物 整備費 必要経費 新築整備費 新築必要経費

本 館 耐震補強 ６７０ 解体 ９６０２，８０８ ４，４０４

景観 ３６８ 補償費 ３４７地方循環器病センター ３０２ ４１９

小児病棟 下地調整 ２４０ 文化財調査 １５４３４０ ４９９

設計等 ６７８ 杭撤去 １１１

設計等 ４４４

計 １，９５６ ２，０１６３，４５０ ５，３２２

５，４０６ ７，３３８合 計

リニューアル削減経費

５，４０６百万円－７，３３８百万円 ＝ △ １，９３２百万円

⑤ 検討結果

上記の経過を踏まえ、新会館の整備にあたっては、現存の建物をリニューアルすることとした。
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（２）ＰＦＩ導入の検討

検討内容及びその結果

① ＰＦＩ手法について

・県が公共施設等を整備しようとする場合「民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する法律（平成１１年法第１

１７号）」に基づき、ＰＦＩの手法によることが可能である。

・この方式は、公共施設等の建設、資金調達、維持管理、運営等について公共が直接実施していたものを、民間の資金、

経営能力及び技術的能力を活用して行うことにより効率的・効果的に事業が実施されるなど、ＰＦＩの導入効果が見込まれ

る場合に、民間事業者に委ねることとする事業手法である。

② ＰＦＩ導入の検討

・従来型の県直営事業として実施した場合は、当該施設整備に係る国庫補助制度はなく、交付税措置のある起債も施設整

備全体の一部に限られている。

・ＰＦＩ手法で実施した場合は、施設の設計・整備から、整備後の施設の維持・保守管理、清掃、警備等の付帯事業を一括

してＰＦＩ事業者に請け負わせることにより、民間のノウハウを活用した創意工夫が可能であり、効率的で機能的な施設整

備や施設管理及び県民への質の高いサービスの提供が期待できる。

・施設整備及び管理運営に係る経費を比較すると，PFI手法として実施した場合，従来型に比べ県負担額の削減が見込ま

れる。

ＰＦＩ事業形態 概 要 削減効果額

ＢＴＯ方式 ＰＦＩ事業者が、施設を建設(Build)した後、施設の所有権を公共に移 約２億円

転(Transfer)し、一定の事業期間の運営(Operate)を受託し行う方式

ＢＯＴ方式 ＰＦＩ事業者が、施設を建設し契約期間の間、運営し契約期間終了後 なし

施設の所有権を公共に移転する方式

③ 検討結果

以上により、事業の実施にあたっては、ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）によることとしたい。
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事業評価委員会意見

１ 事業を実施する必要性について

【新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館（仮称）について】

・昨今の増大する福祉需要や、活発化するボランティア・ＮＰＯ活動に対するハード面での

整備を市場原理のみに委ねるのは困難であり、県（行政）として支援を行う妥当性はある

と考えられる。

・また、ＤＶや児童虐待などの福祉問題に対する需要も急速に増大しており、これらに迅速

に対応する必要がある。

【文書館について】

・本県の現状では、保存・管理状態とも劣悪であり、あと数年で現有施設での収容が限界に

達することから、県として文書館を整備することは必要と考える。

これらの点から、本事業計画については必要性が認められる。

２ 施設の規模、機能等について

【新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館（仮称）について】

・整備予定地については、市内中心部に位置し、面積的にも十分であることから、妥当と考

える。

・岡山駅からのアクセスがわかりにくい。車の場合も時間帯等により不便であるため、案内

等で周知を図るとともに、改善を検討すべきである。また、駐車場の台数については、で

きるだけ多くを確保するとともに、管理については、利用者の利便性に支障がないよう行

うべきである。

・リフレッシュゾーン（喫茶等）については、採算性、民間との役割分担を考慮し、管理運

営の在り方について、慎重に検討すべきと考える。

【文書館について】

・現有施設と比べ、保存、閲覧スペースとも拡張されており妥当と考えるが、マイクロフィ

ルム化、デジタル化による収蔵可能期限の延長等についての配慮も必要ではないかと考え

る。

３ 財政負担額と効果の比較について

・既存施設をリニューアル活用することで、新築に比べ経費の節減も図られており、施設整

備費については概ね妥当と考えられる。しかし、極めて厳しい財政状況に鑑み、異なる施

設を一体的に運営するメリットを生かすべく、管理運営を含めたトータルコストを可能な

限り縮減できるよう、更に努力を続ける必要があると考える。

４ 最も効率的な事業手法の在り方について

・本計画の既存施設のリニューアルによる整備は、経費削減、環境への配慮、新築と比べ早

期供用できる等の観点から妥当であると考える。

・また、建設費や維持管理費等において、ＰＦＩ手法による整備は、県負担総額の節減、効

率的で機能的な施設整備や管理運営が期待されることから、妥当であると考える。

・なお、ＰＦＩ事業者に提示する内容（仕様、運営方法等）について十分な工夫・検討を行

い、費用対効果を更に高めていくことが必要である。

５ その他

・現在の福祉会館等の移転後の利用について、有効に活用できるよう、早急に調整をはかる

べきである。

・施設整備後の運営状況を検証するための事後評価システムについても、今後、検討してい

くべきと考える。

施設整備に関する総合意見
本事業整備計画については、事業の必要性、緊急性が認められ、内容も概ね妥当であると考

える。しかし、本県の財政状況に十分配意し、できるだけ建設コスト及び管理運営経費の低減

を図り、費用対効果を更に高めていくよう努めるべきである。
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施設整備計画

新総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館（仮称）等整備計画

１ 施設規模

１７，５４６㎡（１）敷地面積

１５，９４０㎡（２）延べ床面積

本館、地方循環器病センター及び小児病棟の３棟をリニューアルした場合、利用可能な延べ床面積は１５，９４０㎡の

うち廊下などの共用部分を除く、概ね１０，８９２㎡が事務室等としての利用が可能となる。

（単位；㎡）

区 分 本 館 循環器病ｾﾝﾀｰ 小児病棟 計

延床面積 １２，７６７ １，５５１ １，６２２ １５，９４０

うち事務室等 ８，５００ １，１００ １，２９２ １０，８９２

２ 施設の概要

【新会館】

高齢者や障害者等に配慮した人に優しい施設とするとともに、新会館が持つ機能を考慮した施設整備とする。

（単位；㎡）

利 用 区 分 面 積 諸 室

福祉団体等の活動ゾーン １，７００ 現会館入居団体等事務室等

会議・研修ゾーン １，６００ 会議室、専用研修室

福祉人材の養成・確保ゾーン １００ 相談室、相談窓口カウンター等

福祉情報提供及び総合相談ゾーン ５００ 相談室、図書・閲覧室等

ボランティア・ＮＰＯ活動支援ゾーン １，１００ ボランティア・ＮＰＯ活動支援センター

公共施設ゾーン ４，２００ 中央児童相談所等

リフレッシュゾーン ４００ 喫茶、授産品の展示・販売等

その他共用 ４，７１８ ３３％

総 計 １４，３１８

【文書館】

新会館と同様の考え方で施設整備を行う。 （単位；㎡）

利 用 区 分 面 積 諸 室

収蔵スペース ７６２ 公文書庫、古文書庫、ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ庫等

利用サービススペース ３１２ 展示コーナー、閲覧コーナー、研修室等

作業スペース １２３ 荷解室、ﾏｲｸﾛ撮影室、目録作成・研究室

等

管理スペース ９５ 事務室等

その他共用 ３３０ ２０％

総 計 １，６２２

３ 整備スケジュール

平成１４～平成１５年度 ＰＦＩ事業者選定（総合評価一般競争入札）

平成１５～平成１７年度 ＰＦＩ事業の実施（設計、整備）

平成１７年度中 供用開始（管理運営）


